






















The Historical Significance of Survival of the Shinano Educational Society in the Post-war Reform





























































1947年 8月から 1948年 2月までの動きを丁寧に検証していくことが必要である。組合の県委員




























通牒 学第一八四号 昭和二十三年二月九日 教育部長


















































































教育会の 9月 8日第 2回業務連絡協議会が開催されたおりに、組合側から「以降せず」という通
告があり、教育会の組合への一本化問題が本格的に論議されるようになった。（6月 8日に結成
された日教組の 7月 17日の中央委員会で日本教育会の解散を訴える声明が出されていた）。信濃



























































































































1950年度歳出約 740万円の内訳（表Ⅱの歳出項目 1～9）は、信濃教育刊行費（約 80万円）・
教育通信発行費（約 18万円）・図書出版費（約 86万円）・教科用図書編纂費（63万円）・統計調






































項目 1946年度予算 1946年度決算 1947年度 1948年度 1949年度 1950年度












信濃教育売上代 38880 47287 173600 598000 790000 720000
図書売上代 266489 313149 317045 250000 276000 325000
教育通信売上代 0 0 367200 72000 0 120000
印税 18000 1100 0 580000 770000 900000

























・財団 75000 ・財団 60000
歳入計 691375 698706 1425295 5099020 6801820 7405900
表Ⅱ〈信濃教育会 1946～50年度歳入歳出：歳出の部〉（単位円）
項目 1946年度予算 1946年度決算 1947年度 1948年度 1949年度 1950年度
1.信濃教育刊行費 51680 45931 163200 513180 781600 800200
2.教育通信発行費 0 0 367200 114200 96400 183200
3.図書出版費 220116 213780 217500 463700 726000 859000
4.教科書用図書編纂費 0 630000 0 600000 753000 630000
5.統計調査費 0 51000 0 165000 174000 51000










7.研究調査費 15370 8977 122900 301600 759000 751000
8.教育参考室費 650 360 6000 40000 79500 89000
9.教育文庫費 860 888 5000 15000 46000 220000
11.会議費 25990 20685 39800 288000 327000 324200



































『常任委員会記録』（＝以下、常任と略す）は、1947年 7月から 48年 9月までの 31回分の会議
録である。47年 9月と 48年 2月は月に四回開催されている。『部会長会記録』（＝以下、部会と
略す）は、常任委員会方針が各郡市部会に如何に浸透しどのような議論があったのか各地域・現























































































































予定であった。47年 10月 5日に第 1号が発行され、当初は毎月 5日、15日、25日に発行され、
編修発行人は、淀川茂重であった。淀川は亡くなる 169号までその任にあたり、282号（54年 3
月 22日）まで発行された。
その創刊号を見てみよう。（『信濃教育通信』信濃教育会発行 昭和 22年 10月 5日第 1号 編













提言や主張・論説 ◇二面・三面 「こどものぺえじ」子どもの作品やこども向けの記事 ◇四










































































































































ると、委員は「第一表」各界代表 六名 教員代表 七名（小林直衛 大森栄 水出熊雄 柳沢和















た。原文は「国会図書館憲政資料室 GHQ／SCAP Records 占領期都道府県軍政資料 第52巻 第
53巻 長野」に所蔵）である。
31 日本教育会と日教組は、「勧告」の解釈を根拠とする論争に終止符をうち、「（教育会の存廃をめぐ
る）最後の決定は会員個々の自由なる意思によって民主的になされるべきである」との共同声明を
だしている。
32 小西謙『星条旗の降りるまで』信濃教育会出版部、1957年、106-111頁。
33 『信濃毎日新聞』1947年12月18日の「軍政部ニュース」の「再び信教、教組問題に就いて」や48
年2月14日の「軍政部提供」はフォックス博士の講演内容を踏まえたものであり、両組織は対立せ
ず協力して教育に専念せよというものであった。
34 『組合情報』長野県教員組合情報宣伝部（長野県教育会館 長野県教職員組合所蔵、2019年10月15
日確認）
35 同上『組合情報』（No8、1948．7．15）
36 同上『組合情報』（No11、1948．8．20）
37 信濃教育会発行新聞『信濃教育通信』は、第1号（47年10月5日）から第45号まで、D版（D5 縦
258㎜、横189㎜）の七段組、8頁建ての新聞で旬刊である。部数12000～14000部（国会図書館 憲
政資料室プランゲ文庫 メモより）1月7円50銭～10円50銭で、編集発行人は淀川茂重であった。
第46号から第282号（54年3月22日）まで、D版（D4 縦392㎜、横258㎜）の縦断組、4頁建ての
新聞になった。第91号より小学生版（月2回）と中学生版（月2回）に分離、一部5円。編集発行
人は169号までは淀川茂重で、死亡後途中一時期に松岡弘となり、193号より上條憲太郎が282号ま
で編集発行人であった。
38 『教育会の在り方について-信濃教育会「戦後の歩み」の参考資料-』信濃教育会運営研究委員会発
行の小冊子には、参考資料（一）「教育会の在り方」（昭和二十三年）（2-10頁）と参考資料（二）「日本
に於ける教育会の使命」（昭和二十五年）（14-18頁）（日本連合教育会第二回全国大会で、長野県の原
案がそのまま可決決定されたもの）が掲載され、昭和二十九年十月十日に、信濃教育会全会員に配
布されている。
※本稿は、「近現代日本の地方教育行政と「教員育成コミュニティ」の特質に関する総合的研究」2018-
2020年度 科学研究費補助金（基盤研究（B））（課題番号18H00980研究代表者 須田将司）の研究成
果の一部である。
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